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１【提出理由】

 日本ヘルスケア投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の主要な関係法人の異動が2019年12月19日開催の本投資

法人の役員会において以下のとおり決定されましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに特定有価証券の内容等

の開示に関する内閣府令第29条第１項及び同条第２項第２号の規定に基づき本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

 本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）第117条第２号、第３号及び第６

号に規定する一般事務（投資主名簿の作成、管理及び備置その他の投資主名簿に関する事務並びに投資証券の発行に関す

る事務等）に関し、以下のとおり当該一般事務受託者を三井住友信託銀行株式会社から三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に変

更することを決定しました。

 

（１）主要な関係法人（投資主名簿管理人）でなくなる法人の名称、資本金の額及び関係業務の概要

Ａ 名称

三井住友信託銀行株式会社

 

Ｂ 資本金の額

342,037百万円（2019年３月31日現在）

 

Ｃ 関係業務の概要

①  投資主名簿の作成、管理及び備置に関する事務

②  投資主名簿への投資主及び登録投資口質権者又はこれらの者の代理人等（以下本（１）において「投資主等」と

いいます。）記録、投資主名簿と振替口座簿に記録すべき振替投資口数との照合に関する事務

③  投資主等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務

④  投資主等の提出する届出の受理に関する事務

⑤  投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する参考書類等各種送付物の送付及びこれらの返戻履歴の管

理に関する事務

⑥  議決権行使書面の作成、受理及び集計に関する事務

⑦  金銭の分配（以下本（１）において「分配金」といいます。）の計算及びその支払に関する事務

⑧  分配金支払事務取扱銀行等における支払期間経過後の分配金の確定及びその支払いに関する事務

⑨  投資主名簿の閲覧又は謄写若しくは証明書の交付に関する事務

⑩  投資口に関する諸統計及び官庁、証券取引所等への届出若しくは報告に関する資料作成事務

⑪  投資口の併合、投資口の分割、募集投資口の発行、合併等に関する事務等の臨時事務

⑫  委託事務を処理するため使用した本投資法人に帰属する書類の整理保管に関する事務

⑬  その他振替機関との情報の授受に関する事項

⑭  前各号に関する照会に対する応答

⑮  支払調書等の作成対象となる投資主等、新投資口予約権者等の個人番号及び法人番号（以下本（１）において

「個人番号等」といいます。）について、振替機関あて請求及び通知受領に関する事務

⑯  投資主等、新投資口予約権者等に係る個人番号等の収集に関する事務

⑰  投資主等、新投資口予約権者等の個人番号等の登録、保管及び別途定める保管期間経過後の廃棄又は削除に関す

る事務

⑱  行政機関あて個人番号等の提供に関する事務

⑲  その他、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律」（平成25年法律第27号。そ

の後の改正を含みます。）（以下「番号法」といいます。）に基づく上記⑮から⑱に付随する事務

⑳  前各号に掲げる事項に付随する事務

 

（２）新たに主要な関係法人（投資主名簿管理人）となる法人の名称、資本金の額及び関係業務の概要

Ａ 名称

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 

Ｂ 資本金の額

324,279百万円（2019年３月31日現在）
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Ｃ 関係業務の概要 

①  投資主名簿、投資法人債原簿及び新投資口予約権原簿並びにこれらに付属する帳簿の作成、管理及び備置その他

の投資主名簿、投資法人債原簿及び新投資口予約権原簿に関する事務（ただし、投資法人債原簿に関する事務は

本投資法人が三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に別途委託するものに限ります。）

②  前号に定めるほか、以下の帳簿その他の投信法及び内閣府令の規定により作成及び保管しなければならない帳簿

書類の作成、管理及び備置に関する事務（ただし、該当する事務が生じていない場合を除きます。）

イ 分配利益明細簿

ロ 投資証券台帳

ハ 投資証券不発行管理簿

ニ 投資証券払戻金額帳

ホ 未払分配利益明細簿

ヘ 未払払戻金明細簿

ト 新投資口予約権証券台帳

③  投資口の名義書換、質権の登録又は抹消、信託財産の表示又は抹消

④  新投資口予約権原簿への記載又は記録、質権の登録又は抹消、信託財産の表示又は抹消に関する事務

⑤  新投資口予約権証券の交付及び回収に関する事務

⑥  振替機関等により通知される総投資主通知その他の通知の受理に関する事務

⑦  投資主の投資証券不所持申出並びに投資証券の発行又は返還請求の受理等に関する事務

⑧  投資主、登録投資口質権者、新投資口予約権者、登録新投資口予約権質権者及びこれらの法定代理人並びに以上

の者の常任代理人（以下本（２）において「投資主等」といいます。）の氏名及び住所の登録並びに変更の登録

に関する事務

⑨  前各号に掲げるもののほか、投資主等の提出する届出の受理に関する事務

⑩  投資主総会招集通知の発送及び議決権行使書又は委任状の作成及び集計に関する事務

⑪  投資主等に対して分配する金銭（以下本（２）において「分配金」といいます。）の支払いに関する事務

⑫  投資主等からの照会に対する応答に関する事務

⑬  投資口及び新投資口予約権の統計資料並びに法令又は契約に基づく官庁、金融商品取引所、振替機関等への届出

又は報告のための資料の作成に関する事務

⑭  投資口の募集、投資口の併合・分割その他本投資法人が臨時に指定する事務

⑮  投資主等に対する通知書、催告書及び報告書等の発送に関する事務

⑯  投資主等の権利行使に関する請求その他の投資主等からの申出の受付けに関する事務（前各号の事務に関連する

ものに限ります。）

⑰  新投資口予約権の行使に伴う投資口の交付に関する事務

⑱  新投資口予約権証券の喪失に伴う再発行に関する事務

⑲  新投資口予約権の取得・消却その他本投資法人が臨時に指定する事務

⑳  前各号に掲げる事務に付随する印紙税等の納付に関する事務

㉑  投資主等の番号法に定義する個人番号（以下本（２）において「個人番号」といいます。）及び番号法に定義す

る法人番号（以下本（２）において「法人番号」といいます。）の収集及び登録に関する事務

㉒  投資主等の個人番号及び法人番号の保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務

㉓  前各号に掲げる事項に付随する事務

 

なお、上記の関係業務には、2020年２月４日開催予定の本投資法人の投資主総会に関連して発生する事務は含みませ

ん。

 

（３）異動の理由及びその年月日

Ａ 異動の理由

本投資法人は、投信法第117条第２号、第３号及び第６号に規定する一般事務を三井住友信託銀行株式会社に委託して

いますが、日本賃宅住宅投資法人（以下「ＪＲＨ」といいます。）と本投資法人との間で2019年11月19日付で締結さ

れた、ＪＲＨを吸収合併存続法人とし、本投資法人を吸収合併消滅法人とする吸収合併（以下「本合併」といいま

す。）に係る合併契約の効力発生日以後、円滑に本投資法人の投信法第117条第２号、第３号及び第６号に規定する一

般事務をＪＲＨの同事務受託者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に引継するため、本合併の効力発生日前に、同一

般事務を三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に委託することとしたものです。
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Ｂ 異動の年月日 

2019年２月13日 三井住友信託銀行株式会社への一般事務委託の終了

2019年２月14日 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社への一般事務委託の開始

 

なお、上記の各変更は、いずれも、2020年２月４日に開催予定の本投資法人の投資主総会及び2020年２月13日に開催

予定のＪＲＨの投資主総会にそれぞれ付議される議案が全て承認可決されることを条件とします。
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